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当社では当年度より 和文アニ アルレポ トはウ ブサイト版のみの発行としています当社では当年度より、和文アニュアルレポートはウェブサイト版のみの発行としています。

免責事項
本レポートに記載されている当社グループの計画、見通し、戦略、判断などのうち、過去の事実でない
記述は、将来の業績に関する見通しであり、現時点で入手可能な情報に基づいた経営者の判断によ
るものです。実際の業績は、経済状況や為替相場などさまざまな要因により、これらの業績見通しと大
きく異なる可能性があることをご承知おきください。
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石油精製や石油化学、鉄鋼などのプロセス産業や発電所などの社会イ

ンフラでは プラントは 瞬の停止も許されません YOKOGAWAのンフラでは、プラントは一瞬の停止も許されません。YOKOGAWAの

「CENTUMシリーズ」は、プラントを自動制御する世界初の分散形制御

システム（DCS）として1975年に開発されました。以来35年にわたり、既

存のシステムを生かしながら最新システムに置き換えられる継承性を

保ちつつ、お客様のニーズに応えて進化し続けています。高信頼設計

や高度な二重化技術によるプラント停止リスクの極小化への飽くなき挑

戦は、99.9999966％止まらないという、比類なく高い稼働率を実現して

います。業界随一の信頼性を誇る「CENTUMシリーズ」は、この瞬間も、

休むことなく国内外のプラントを見守り続けています。

※2010年9月末現在。この数値は40年間稼働した場合に停止する時間はわずか1分であることを意味します。

「CENTUMシリーズ」は、高い信頼性とリアルタイムで情報を更新する高速応答性など厳しい要求を掲

げる国内のDCS市場で圧倒的なシェアを獲得。高度なエンジニアリング力に加え、困難なプロジェクト

でも最後までやり遂げるプロジェクト遂行能力により、海外でも揺るぎない信頼を獲得し、世界で22,000

プロジェクトを超える納入実績につながっています。生産性の向上と環境負荷低減の両立など高度化

するお客様の課題に対して、YOKOGAWAは理想のプラントを実現するビジョン「VigilantPlant」を掲げ、

お客様の理想の操業を具現化するサービスを拡大することにより、さらなる信頼を獲得していきます。
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YOKOGAWAは、2009年度と2010年度を「次なる飛躍に向けた構造改革の時期」と位置づけ、利益体

質への転換を図るための固定費削減と事業ポートフォリオ見直しのアクションプランに取り組みました。

その結果、固定費削減に関しては、2010年度は、2009年2月のアクションプラン発表時点の計画値

340億円を上回る560億円の削減を実現し、損益分岐点売上高については当初計画3,500億円をさら

に引き下げ3,090億円を達成しました。一方、事業ポートフォリオの見直しでは、ほぼすべての不採算

事業について撤退 縮小の方針を決定しました 2011年度は 制御事業を中心とする事業ポートフォ事業について撤退、縮小の方針を決定しました。2011年度は、制御事業を中心とする事業ポ トフォ

リオの構築を完遂します。YOKOGAWAでは今後も、高収益体質への転換を進め、グローバル競争力

を高めることで、株主・投資家の皆様からの信頼の獲得に努めます。
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平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

3月に発生した東日本大震災で被災された方々に心よりお見舞い申し3月に発生した東日本大震災で被災された方々に心よりお見舞い申し

上げますとともに、被災地の一刻も早い復旧をお祈り申し上げます。

この震災により、国内の経済活動は多大な影響を受けました。当社グ

ループにおきましては、東北地方にある営業・サービス拠点で被害を

受けましたが、国内の生産拠点については直接的な被害はほとんど

なく 損失は軽微でしたなく、損失は軽微でした。

2010年度は、新興国、資源国の経済成長に支えられ、海外での制御

事業を中心に受注高、売上高が前年度に比べ増加しました。営業利

益につきましても、売上高の増加や、棚卸関係損の減少及び製造原価の低減による粗利率の改善に

より、増加となりました。一方、当期純損益につきましては、前年度に比べ損失幅は縮小したものの、

投資有価証券評価損、事業構造改善費用などの特別損失を計上したことから、引き続き赤字となりま

した。

配当につきましては、当期純損益が損失となったことに加え、構造改革に伴う純資産の減少に鑑み、

誠に遺憾ながら無配とさせていただくことといたしました。株主の皆様には深くお詫び申し上げます。

2011年度は、海外市場で制御事業の拡大を図るとともに、国内市場では震災で被災されたお客様の

支援を中心に取り組んでまいります。今後ともご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

2011年8月
代表取締役社長
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2010年度の世界経済は、欧米では経済の回復傾向に鈍化が見られたものの、新興国、資源国の継続

的な成長に支えられて総じて堅調に推移しました 一方 日本経済は 年度前半は回復傾向を見せて的な成長に支えられて総じて堅調に推移しました。一方、日本経済は、年度前半は回復傾向を見せて

いたものの、後半は円高や東日本大震災の影響により、景気の先行きに対する不透明感が強まりま

した。こうしたなか、制御事業では、海外で石油・天然ガスの探査・開発・生産工程であるアップストリー

ム分野や、新興国で需要が拡大している電力市場に注力して事業拡大を図るとともに、国内ではサー

ビスビジネスの拡大や新市場への進出などに取り組みました。また、計測機器事業では、省エネル

ギー市場向けの電力計や光通信市場向けの光測定器の拡販に努めました。これにより、円高の影響

が も 高 前 増 売 高 増を受けながらも、受注高は前年度に比べ189億円増加し3,341億円、売上高は90億円増加し3,256億円

となりました（円高の影響を除いた増加額：受注高317億円 売上高212億円）。営業利益については、

売上高の増加に加え、固定費構造の改革など企業体質強化の施策を実施した結果、前年度に比べ

85億円増加し111億円となり、経常利益については84億円増加し86億円となりました。

当期純損益については、前年度に比べ81億円改善しましたが、投資有価証券評価損、拡大セカンドラ

イフ支援制度や希望退職者募集に伴う事業構造改善費用などの特別損失を計上した結果、67億円の

損失となりました。3期連続での損失となったことを、経営者として重く受け止めています。

当社グループは、2009年度と2010年度を「次なる飛躍に向けた構造改革の時期」と位置づけ、固定費

削減と事業ポ オ 見直 を 本柱とする ク プ を実行 きま たの削減と事業ポートフォリオの見直しを二本柱とするアクションプランを実行してきました。

固定費削減のアクションプラン

固定費の削減については、主に計測機器事業の研究開発費や設備投資の絞り込みによる減価償却

費の削減、業務効率化による販売費・一般管理費の削減など、数々の施策を実行してきました。これ

らの取り組みの結果、当初計画340億円を上回る560億円の固定費を削減し、損益分岐点売上高につ

いては、当初計画3,500億円よりさらに引き下げ3,090億円を達成することができました。
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事業ポートフォリオ見直しのアクションプラン

事業ポートフォリオの見直しについては、制御事業へのリソース集中、基盤技術としての計測技術の

維持・発展、不採算事業からの撤退を基本方針として取り組んできました。この結果、フォトニクスビジ

ネスとアドバンストステージビジネスからの撤退、脳磁計ビジネスの縮小、半導体テスタビジネスの縮

小と分社化、測定器ビジネスの子会社への統合などを行い、制御事業を中心に発展する体制がほぼ

整いました。

3月11日の東日本大震災では、東北地方の営業・サービス拠点で什器が倒れるなどの被害があったも3月11日の東日本大震災では、東北地方の営業 サ ビス拠点で什器が倒れるなどの被害があったも

のの、日本国内の主要生産拠点は東京都と山梨県にあることから、直接的な被害はほとんどありませ

んでした。当社のお客様のなかには被災されたお客様もいらっしゃいましたが、2010年度の当社の業

績に対する影響は軽微でした。

当社は、被災されたお客様のプラントの復旧支援に努めているほか、被災地支援としてグループ全体

で約7 000万円の義援金を寄付しました また 非常用に備蓄していた医療用マスク2万枚 使い捨てで約7,000万円の義援金を寄付しました。また、非常用に備蓄していた医療用マスク2万枚、使い捨て

ガウン500枚、消毒用アルコールジェル600本などの衛生用品も提供しました。
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2011年度は、まず構造改革の積み残し事項を完遂します。具体的には、フォトニクスビジネスの撤退

完了と相模原事業所の有効活用、半導体テスタビジネスにおけるアライアンスの実現です。これらを

実現することで、制御事業を中心に発展するための経営基盤が整います。

このほか、重点施策として、震災の影響による電子部品の調達懸念や電力使用制限などによる事業

リスクの最小化に取り組みます。部品の調達については徐々に状況が改善しており、また電力使用制

限に関しても、就業日や勤務時間の変更により対応し事業への影響は軽微なものにとどめられる見込

みです。2011年度の業績予想については、5月13日の2010年度決算発表時点では合理的に算定する

ことは難しいと判断し未定としましたが、8月9日の2011年度第1四半期決算発表時に公表しました。

事業面では、制御事業において、石油化学、化学、石油、ガス、電力などの業種や、中国、インド、東

南アジア、南米、中東、アフリカの新興国、資源国など、規模が大きく成長が予想される市場に注力す

るとともに、再生可能エネルギーや省エネルギーの分野にも積極的に取り組み、事業拡大を図ります。

また、国内では被災されたお客様の復興支援を中心に取り組んでいきます。

当社は、ステークホルダーの皆様からの信頼にお応えし、健全で利益ある経営を実現するため、コー

ポレート・ガバナンスの充実に取り組んでいます。取締役会は、７人のうち3人が経営陣から独立した

社外取締役 監査役会は5人のうち3人が社外監査役で構成されています 社外取締役 社外監査役社外取締役、監査役会は5人のうち3人が社外監査役で構成されています。社外取締役、社外監査役

の方々には、豊富な経験や高い見識に基づくさまざまな提言や助言をいただいており、経営の妥当性、

客観性、透明性を高めるうえで大変重要な役割を果たしていただいています。

当社は今後も、コーポレート・ガバナンスを一層強化するとともに、コンプライアンスを最優先とする企

業風土の醸成に取り組み、皆様にご信頼いただける経営を目指してまいります。
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当社グループの2010年度の経営成績は、売上高は3,256億20百万円と前期と比較し90億14百万円増

加 ま た れは制御事業 売上高が新興国 継続的な成長等 支えられ 億 増加 た加しました。これは制御事業の売上高が新興国の継続的な成長等に支えられ33億53百万円増加した

こと、また、計測機器事業でも測定器ビジネスを中心に前期と比較し51億50百万円増加したこと等によ

るものです。営業利益は、売上高の増加に加え、固定費構造の改革など企業体質強化の取り組みを

続けたことにより、110億79百万円と前期と比較し84億60百万円増加しました。経常利益は、営業利益

の増加に伴い、85億90百万円と前期と比較し83億51百万円増加しました。当期純損失は投資有価証

券評価損や事業構造改善費用などの特別損失を計上したものの、66億92百万円と前期と比較し81億

６百万円損失が減少しました。

海外売上高については、新興国を中心に制御事業の海外売上高が増加したことから、前年度に比べ

増加し、海外売上高比率も上昇しました。地域別では、中国、インド、ロシア等の売上高が大きく伸び

ました。

1．資金調達、流動性管理

当社グループは、資金調達における安全性、資金効率の確保及び調達コストの抑制を図ることを基本

方針とし 短期及び長期の資金調達を実施しています また 資金需要に応じた効率的な資金調達お方針とし、短期及び長期の資金調達を実施しています。また、資金需要に応じた効率的な資金調達お

よび財務の安全性を確保するため、総額300億円のコミットメントラインを締結しています。なお、当連

結会計年度末のコミットメントラインの使用残高はありません。

2010年度は、運転資金、設備投資資金について、営業活動によるキャッシュ・フロー及び借入による

資金調達により充当しました。また、返済期日が到来した長期借入金242億36百万円は、手元預金に

より返済しました。

2．資産、負債、純資産

2010年度末の総資産は3,612億33百万円となり、前期末に比べ375億58百万円減少しました。現金及

び預金が192億57百万円、受取手形及び売掛金が80億12百万円、有形固定資産が73億21百万円そ

れぞれ減少したことが主な要因です。

負債合計は2,160億０百万円となり、前期末に比べ254億31百万円減少しました。短期借入金及び長期

借入金合計が260億68百万円減少したことが主な要因です。

純資産は1,452億32百万円となり、前期末に比べ121億27百万円減少しました。利益剰余金が72億92

百万円 為替換算調整勘定が38億27百万円それぞれ減少したことが主な要因です この結果 自己百万円、為替換算調整勘定が38億27百万円それぞれ減少したことが主な要因です。この結果、自己

資本比率は39.2%となり、前期に比べ0.7%上昇しました。
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3．キャッシュ・フロー

2010年度の営業キャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失10億25百万円となったものの、減価

償却費や事業構造改善費用のプラス要因の調整等により、161億68百万円の収入を確保しました。一

方、投資キャッシュ・フローは、投資内容を厳しく絞り込み、前期に比べ51億84百万円圧縮し、79億93

百万円の支出に留めました この結果 フリー・キャッシュ・フローは 81億74百万円の収入超過となり百万円の支出に留めました。この結果、フリ キャッシュ フロ は、81億74百万円の収入超過となり

ました。また、財務キャッシュ・フローは、長期借入金242億36百万円の返済等により256億88百万円の

支出となりました。

売上高 海外売上高（顧客所在地別）／
海外売上高比率

営業利益／営業利益率 当期純利益（損失）／
当期純利益率
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自己資本／自己資本比率１株当たり当期純利益（損失）／
株価収益率

有利子負債／デットエクイティレシオ 総資産／総資産回転率有利子負債／デット クイティレシオ 総資産／総資産回転率

ROE／ROA
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事業内容 主な製品・ソリューション

YOKOGAWAは各種プラントの生産設備の制御・運転監視を行う

分散形制御システムを世界に先駆けて開発、制御分野のリーディ

ングカンパニーとしてグローバル市場で高い評価を受けています。

圧力計、流量計、分析計など現場のセンサから、制御システム、

生産性向上のための各種ソフトウエア、プラントのライフサイクル

ストを最小化するサ ビスに至る総合的なソリ シ ンを提供

● 生産制御システム

● 安全計装システム

● 生産管理システム

● 品質管理システム

● 設備管理システム

エネルギ 管理システムコストを最小化するサービスに至る総合的なソリューションを提供

し、石油、化学、鉄鋼、紙パルプ、ガス、電力、薬品、食品などあら

ゆる産業の発展を支えています。

お客様の理想のプラントを実現するビジョン"VigilantPlant"を掲げ、

安全の確保、設備の最大活用、生産の改革、ライフサイクルの最

● エネルギー管理システム

● 差圧・圧力伝送器

● 流量計

● 分析計

● 記録計

● プログラマブル・コントローラ

適化の観点から、製品やソリューションの充実を進めています。

統合生産制御システム「CENTUM VP」 安全計装システム「ProSafe-RS」

プ ガ グ差圧・圧力伝送器「DPharp EJX」 プロセスガスクロマトグラフ

「GC1000 MarkⅡ」

2010年度の概況

北米及び欧州市場での需要は総じて低調に推移したものの、中国、インド、ロシア、韓国、東南アジア

諸国、中東諸国などの市場では、電力・エネルギープラントの建設プロジェクトなどで需要拡大の動き

が継続し、年度を通して好調に推移しました。日本市場では、年度前半は紙パルプや鉄鋼、上下水道

関連、電力分野で需要回復の動きが見られたものの、後半は景気先行きへの不透明感などから企業

の設備投資は総じて低調に推移しました。
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このような市場環境のもと、海外では石油・天然ガスの探査、開発、生産工程であるアップストリーム

市場や、新興国で需要拡大が続いている電力市場などに注力するとともに、アジア地域では顧客工場

の省エネ診断などに積極的に取り組みました。また、日本市場では、サービスビジネスの拡大や新市

場への進出に向けた活動を強化しました。

これらの結果、円高による減収の影響はあったものの、受注高、売上高とも前期に比べ増加しました。

一方、営業利益は、前期比で為替レートが円高に推移したこと及び研究開発費の増加等により減少し

ました。

受注高 売上高

営業利益 海外売上高/海外売上高比率

(注)新会計基準の適用により、2010年度からセグメント情報の集計方法が変わりました。2008年度、2009年度の数値は集計

方法変更前の数値です。2009*の数値は新集計方法に基づき組み替えた数値です。
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事業内容

電気・電子製品、自動車などの開発や生産などに欠かせない測定

器のビジネスでは 幅広く製品をラインアップし 充実した校正・

● 波形測定器

● 光通信測定器

主な製品・ソリューション

器のビジネスでは、幅広く製品をラインアップし、充実した校正

サービス体制でお客様のニーズに応えています。また、半導体テ

スタのビジネスでは、半導体の高速化・高機能化に合わせて最新

のテストソリューションを提供しています。

このほか、細胞を生きたまま観察できる共焦点スキャナ、新薬の

候補となる化合物のテストを自動化する創薬支援システムなど新

● 光通信測定器

● 信号発生器

● 電力・温度・圧力測定器

● 半導体テストシステム

● 共焦点スキャナ

候補となる化合物のテストを自動化する創薬支援システムなど新

たな市場を拓く商品も提供しています。

プレシジョンパワーアナライザ

「WT1800」

光スペクトラムアナライザ「AQ6370C」

メモリテストシステム「MT6531」 共焦点スキャナ「CSU-X1」

2010年度の概況

電子機器向け半導体の旺盛な需要を背景に大手半導体メーカの設備投資は活発な動きを見せました

が 半導体 タビジネ 主力製品 あるメ リ前 程向け タ分野 は 価格 落等が、半導体テスタビジネスの主力製品であるメモリ前工程向けテスタ分野では、ＤＲＡＭ価格の下落等

の影響を受け、顧客の設備投資は低調に推移しました。一方、活況を呈している省エネルギー・新エ

ネルギー関連や光通信関連市場では、電力測定器や光測定器の需要が好調に推移しました。

このような市場環境のもと、半導体テスタビジネスでは固定費及び研究開発費の削減に努め、測定器

ビジネスでは、新興国における省エネルギー・新エネルギー関連や光通信市場での営業活動を強化し

ました。

これらの結果、受注高、売上高は前期に比べ増加し、営業損失は減少しました。
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受注高 売上高

営業利益 海外売上高/海外売上高比率

(注)新会計基準の適用により、2010年度からセグメント情報の集計方法が変わりました。2008年度、2009年度の数値は集計

方法変更前の数値です。2009*の数値は新集計方法に基づき組み替えた数値です。

事業内容

YOKOGAWAは、航空機や船舶用のエンジン計器や航法装置のビ

ジネスも展開しています。航空機用計器では、エアバス社の最新

大型旅客機をはじめとする各種航空機向けにコックピット用フラッ

トパネルディスプレイ（多機能液晶表示装置）を提供しています。ま

● 航空機器

● 舶用機器

主な製品・ソリューション

た、船舶用でも豪華客船から貨物船まで多くの船にジャイロコンパ

スやオートパイロットなどの航法装置を納入しています。

航空機用フラットパネルディスプレイ ジャイロコンパス
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2010年度の概況

航空機用フラットパネルディスプレイの需要が増加したこと、中国を中心に舶用機器の海外市場が好

調に推移したことから、受注高は前期に比べ増加しました。

売上高は 民間航空機向け トパネ デ プ イ 需要が拡大した と 舶用機器 海外市場売上高は、民間航空機向けフラットパネルディスプレイの需要が拡大したこと、舶用機器の海外市場

が活況だったこと等から前期に比べ増加しました。

営業利益は、コスト削減の取り組みを進めたものの、為替レートが円高に推移したこと、機種構成が変

化したこと等から前期に比べ微減となりました。

受注高 売上高

営業利益 海外売上高/海外売上高比率

(注)新会計基準の適用により、2010年度からセグメント情報の集計方法が変わりました。2008年度、2009年度の数値は集計

方法変更前の数値です。2009*の数値は新集計方法に基づき組み替えた数値です。
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当社グループでは、健全で持続的な成長を確保し、株主をはじめとするステークホルダーからの社会

的信頼 応え く とを企業経営 基本的使命と位置づけ おり 「健全 利益ある経営 を実現す的信頼に応えていくことを企業経営の基本的使命と位置づけており、「健全で利益ある経営」を実現す

るための重要施策として、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでいます。当社は、監査役設置

会社制度のもと、取締役の職務執行の監督機能としての取締役会及び取締役会の監査機能としての

監査役会を、現経営陣から独立した社外取締役及び社外監査役の招聘により充実させることが、コー

ポレート・ガバナンスの一層の強化に有効であると考えています。

取締役会

当社取締役会では、当社グループの事業に精通した取締役と、独立性の高い社外取締役による審議

を通して、意思決定の迅速性と透明性を高めています。また、社外監査役を含む監査役による監査を

通して、取締役の職務執行の適法性、効率性、合理性、意思決定プロセスの妥当性などを厳正に監

視・検証し、経営に対する監査機能の充実を図っています。

取締役会

取締役会は、独立社外取締役3名を含む７名で構成され、原則月に1度開催しています。経営に関する

意思決定機関として、グループ全体の経営方針・経営戦略の立案と業務執行の監視・監督を行ってい

ます。取締役の職務執行に関する規定を整備し、取締役が業務執行に関する監督責任を負う体制を

整備しています。取締役数を15名以内とする旨を定款に定め、また、株主の信任に裏づけられた経営

を実践するため、取締役の任期は1年としています。

監査役会

監査役会は、常勤監査役2名、社外監査役3名の計5名で構成され、原則月に1度開催しています。監

査役は重要監査項目を定めた年間計画に基づき、監査役監査を実施しています。監査役は、取締役

会、経営会議等の重要会議に出席するほか、内部監査担当部署及び企業倫理担当部署との定例会

合を実施し、内部監査の実施状況、コンプライアンス教育の実施状況及び内部通報制度の運用状況

について情報交換を図っています。また、代表取締役社長、会計監査人とも定期的な意見交換を行っ

ています。

16



取締役会は、意思決定の迅速化を図るため、業務執行にかかる意思決定を経営会議へ権限委譲して

います。経営会議は、社長、執行役員、社長に直結する子会社の社長、常勤監査役で構成され、原則

月に1度開催しています。また、すべての決議内容を取締役会に報告しています。

経営会議

当社は、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査について、有限責任監査法人トーマツと監査

契約を締結しています。2010年度における会計監査人への報酬額は以下のとおりです。

● 会計監査人の報酬等の額：１億14百万円

● 当社及び子会社の会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額：1億75百万円

会計監査人

● 当社及び子会社の会計監査人 支払う き金銭その他の財産 の利益の合計額 億 百万円

取締役の報酬等については、株主総会で承認された限度額の範囲内で、配分の決定の客観性及び

透明性を高めることを目的に、社外取締役２名を含む３名の取締役で構成される「報酬委員会」を設置

し、同委員会の審議を経て決定しています。

取締役及び監査役の報酬

社外取締役を除く取締役については、取締役の職務執行機能及び執行役員等の業務執行の監督・監

視機能を維持するために有効な水準とし、かつ業績に対する連動性を持たせた報酬構成としています。

具体的には、市場競争力を意識した水準とし、役割に応じた固定報酬、業績連動報酬で構成していま

す。

社外取締役については、社外取締役の職責を考慮し、その報酬構成を固定報酬のみとしています。

監査役の報酬等についても、株主総会で承認された限度額の範囲内で監査役の協議により決定して

おり、監査役の職責を考慮し、その報酬構成を固定報酬のみとしています。

2010年度に支払った報酬等の内容は以下のとおりです2010年度に支払った報酬等の内容は以下のとおりです。

(注)(注)

1．上記には、当事業年度中に退任した取締役1名及び辞任した取締役1名を含んでいます。

2．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれていません。
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・社外取締役 内藤正久

当期開催の取締役会14回のうち14回に出席し、必要に応じ、主にグローバル企業における社外取締

役などの豊富な経験に基づく高い見識から発言を行っています。

＊内藤氏は2011年6月24日の第135回定時株主総会で取締役を退任しました

社外取締役の活動状況

＊内藤氏は2011年6月24日の第135回定時株主総会で取締役を退任しました。

・社外取締役 棚橋康郎

当期開催の取締役会14回のうち14回に出席し、必要に応じ、主にわが国の基幹産業における経営者

としての高い見識と新事業の立ち上げ・展開の経験に基づく広い視野から発言を行っています。

・社外取締役勝俣宣夫

当期開催の取締役会14回のうち13回に出席し、必要に応じ、主にグローバル企業である総合商社に

おける経営者としての高い見識と経営構造改革の豊富な経験から発言を行っています。

・社外監査役 引馬 滋

当期開催の取締役会14回のうち14回に、また、監査役会16回のうち15回に出席し、必要に応じ、主に

企業財務に関する深い知識と洞察力及び豊富な経験に基づく高い見識から発言を行っています。

・社外監査役 池田輝彦

当期開催の取締役会14回のうち11回に、また、監査役会16回のうち14回に出席し、必要に応じ、主に

経験豊富な経営者の観点と経済界における幅広い活動に基づく高い見識から発言を行っています。

・社外監査役 壱岐浩一

当期開催の取締役会14回のうち14回に、また、監査役会16回のうち15回に出席し、必要に応じ、主に

経験豊富な経営者の観点及び人財マネジメントに関する高い見識から発言を行っています。

東京証券取引所では、上場会社に対して、独立役員（一般株主と利益相反が生じるおそれのない社

外取締役または社外監査役）を１名以上確保するよう求めていますが 当社では 社外取締役3人 社外取締役または社外監査役）を１名以上確保するよう求めていますが、当社では、社外取締役3人、社

外監査役1人の４人を独立役員として届け出ています。社外監査役のうち２人については、過去に当

社と取引がある企業または大株主の業務執行者であったことから、独立役員に含めていませんが、中

立的な立場から大変実効性のある監査をしていただいています。

当社は、大規模買付者による大規模買付行為の是非を、株主の皆様に適切に判断していただくため

には、大規模買付者と取締役会の双方から必要かつ十分な情報が提供されることが不可欠であると

考えています。具体的には、大規模買付行為が行われようとする場合、大規模買付者に対して大規模

買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益に及ぼす影響を適切に判断するために必要かつ十

分な情報を提供するように求めること、大規模買付者の提案に対する取締役会の意見、代替案等の

情報を株主の皆様の判断の参考に供すること、さらに、大規模買付者との交渉を行う等のプロセスを

確保することが重要であると考えています。
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これらのプロセスを遵守しない買付行為等に対する対抗措置が必要であることから、「当社株式の大

量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の継続導入の件」について、2011年6月24日開催の当社第

135回定時株主総会において議案として上程し、承認されました。有効期間は３年です。詳細について

は、当社ホームページに掲載されている開示資料をご参照ください。

当社グループでは、コンプライアンスの基本原則を「YOKOGAWAグループ企業行動規範」として定め

ており、取締役が率先して企業倫理の遵守と浸透にあたっています。また、財務報告の信頼性の確保

及び意思決定の適正性の確保などを含めた「YOKOGAWAグループ内部統制システム」を定めており、

当社グループの業務が適正かつ効率的に実施されることを確保するための内部統制システムとして当社グル プの業務が適正かつ効率的に実施されることを確保するための内部統制システムとして

整備しています。

「YOKOGAWAグループ内部統制システム」として損失の危険の管理に関する規程その他の体制を整

備 ます 内部監査担当部署 ク管 部署と クを抽出 分析 改善を提言するととも備しています。内部監査担当部署はリスク管理部署として、リスクを抽出・分析し改善を提言するととも

に、重要な事項を取締役会及び監査役に報告しています。

また、グループの経営に重大な影響を及ぼすおそれがある事実、事件、災害、事故等の危機事象に

対する対応を「危機管理規程」として定めています。危機事象が発生した場合には、代表取締役社長

が危機管理本部長として情報伝達と指揮命令を統制し、人的な安全の確保及び経済的な損失の最小

化を図ります。

情報セキュリティに関しては、「秘密情報管理規程」により、秘密情報の保護や取り扱いについて定め

ています。各事業部・本部・関係会社には情報セキュリティを推進する組織を設け、情報セキュリティ

の徹底を図っています。

YOKOGAWAは、コンプライアンス体制の整備と問題点の把握、対処のために、企業倫理担当部署を

設置し、グループ全体でコンプライアンス経営を強力に推進しています。不正や不祥事を未然に防ぐ

ために、「不正をしない風土」と「不正をさせない仕組み」を構築し、健全で風通しの良い企業を目指し

ています。

コンプライアンスの徹底を図るため、企業理念や社員の行動指針をまとめた「YOKOGAWAグループ企

業行動規範」と、日常の業務のなかで遭遇する問題について遵守すべき事項をまとめた「コンプライア

ンスガイドライン」を全社員に配布するとともに、コンプライアンス週間や研修を通じた啓蒙活動を展開

しています。また、コンプライアンスにかかわる問題点を早期に発見し、未然に防止するための通報・

相談窓口を設置しています さらに 毎年 全社員のコンプライアンス意識を調査し その結果を職場・相談窓口を設置しています。さらに、毎年、全社員のコンプライアンス意識を調査し、その結果を職場・

職位別に分析して、次年度の施策に結び付けています。
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(2011年6月24日現在)

海堀 周造
代表取締役社長

1973年 当社入社

2005年 執行役員 IA事業部長

2006年 常務執行役員 IA事業部長

2006年 取締役 常務執行役員 IA事業部長

奈良 寿
取締役 常務執行役員

1985年 当社入社

2001年 Yokogawa Engineering Asia Pte. Ltd. 

副社長

2003年 Yokogawa (Thailand) Ltd. 社長

2007年 ソリューション事業部 第1営業本部
2007年 代表取締役社長

2007年 ソリュ ション事業部 第1営業本部

長

2010年 常務執行役員 ソリューション営業本

部長

2011年 常務執行役員 ソリューション営業統

括本部長（現任）

取締役

黒須 聡 西島 剛志黒須 聡
取締役 常務執行役員

1983年 当社入社

2006年 執行役員 IA事業部マーケティング

センター長

2007年 常務執行役員 IA事業部長

2009年 常務執行役員 グローバル営業本

部長

西島 剛志
取締役

1981年 （株）北辰電機製作所（現 横河電機
（株））入社

2001年 プロダクト事業部フィールド技術2部
長

2005年 IA 事業部プロダクト事業センター
フィールド機器PMK 部長

2008年 IA事業部プロダクト事業センター長

2010年 横河メータ＆インスツルメンツ（株）社
2010年 Yokogawa Engineering Asia Pte.

Ltd. 社長

2011年 常務執行役員 IAマーケティング

本部長（現任）

取締役

2010年 横河メ タ＆インスツルメンツ（株）社

長（現任）

2011年 取締役

棚橋 康郎
社外取締役

勝俣 宣夫
社外取締役社外取締役

1963年 富士製鐵（株）（現 新日本製鐵

（株））入社

1995年 同社取締役 エレクトロニクス・情報

通信事業部長

1997年 同社常務取締役（新規事業全般

管掌）

2000年 新日鉄情報通信システム（株）（現

新日鉄ソリューションズ㈱）代表取

社外取締役

1966年 丸紅飯田（株）（現 丸紅（株））入社

1996年 同社取締役

1999年 同社代表取締役 常務取締役

2001年 同社代表取締役 専務取締役

2003年 同社代表取締役社長

2008年 同社取締役会長（現任）
新日鉄ソリュ ションズ㈱）代表取
締役社長

2003年 同社代表取締役会長

2007年 同社相談役（現任）

当社取締役

2009年 当社取締役

浦野 光人
社外取締役

1971年 日本冷蔵（株）（現（株）ニチレイ）

入社

1999年 同社取締役

2001年 同社代表取締役社長

2007年 同社代表取締役会長（現任）

2011年 当社取締役

20



小柳 敬史
常勤監査役

牧野 清
常勤監査役

(2011年6月24日現在)

勤 役

1971年 （株）北辰電機製作所 (現 横河電

機（株）)入社

2003年 執行役員 産業ソリューション事業

本部副事業本部長 兼 営業企画本
部長

2005年 常務執行役員 ソリューション事業

本部ソリューション第2営業統括本
部長 兼 中国ビジネス全般担当
Yokogawa Electric International

勤 役

1971年 当社入社

1999年 執行役員 コンポーネント事業部長

2001年 安藤電気（株）取締役

2003年 同社 代表取締役社長

2005年 Yokogawa Corporation of America

会長

2006年 執行役員 ATE事業部（営業全般担Yokogawa Electric International 
Pte.Ltd. 副社長

2007年 常務執行役員 経営監査本部長

2008年 常勤監査役

年 執行役員 事業部（営業全般担

当）

2009年 常勤監査役

引馬 滋
社外監査役

池田 輝彦
社外監査役社外監査役

1970年 日本銀行入行

1997年 同行経営管理局長

1998年 同行理事

2001年 CRD運営協議会（現 一般社団法

人CRD協会）代表理事会長

2004年 当社監査役

社外監査役

1969年 （株）富士銀行入行

2002年 （株）みずほコーポレート銀行 取締

役副頭取

2004年 みずほ信託銀行（株）取締役社長

2008年 同行取締役会長

当社監査役

2010年 みずほ信託銀行（株）顧問（現任）

壱岐 浩一
社外監査役

1970年 第一生命保険（相）入社

2007年 同社代表取締役副社長

年 （株）第 ビ デ グ 代表取締2008年 （株）第一ビルディング 代表取締

役社長 当社監査役

2009年 DIAMアセットマネジメント（株）代

表取締役会長（現任)

山本 順二

常務執行役員

(2011年6月24日現在)

山田 博

執行役員

大竹 眞

藤井 隆

白井 俊明

作野 周平

鈴木 周志

山崎 正晴

中條 孝一

Tony Lee

前村 幸司

小西 信彰

穴吹 淳一
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YOKOGAWAは、グループ全体に適用される企業理念をCSRの基本方針としています。また1994年に

企業行動規範を制定 れを プ イ 経営 基本原則と ます企業行動規範を制定し、これをコンプライアンス経営の基本原則としています。

2008年度から本社に専任部署を設置し、グループ全体のCSR活動を統括しています。また、新興国や

発展途上国を含んだ世界のさまざまな地域では、グループ各社が地域の特性に合ったCSR活動を展

開し、地域コミュニティの持続可能な発展に貢献しています。

本業による社会貢献

YOKOGAWAは企業理念に、「YOKOGAWAは計測と制御と情報をテーマにより豊かな人間社会の実現

に貢献する」と掲げ、ビジネスを通じて社会に対する責任を果たしています。企業は変化する社会に適

応して持続し、成長する必要があります。YOKOGAWAは、環境保全や安全など社会が抱える課題に

対して、省エネルギー、新エネルギー開発支援、環境負荷計測や分析、医療・医薬品開発支援などの

領域で 計測と制御と情報の技術を生かした製品 ソリ シ ンを提供し 社会に貢献しています領域で、計測と制御と情報の技術を生かした製品、ソリューションを提供し、社会に貢献しています。

企業としての責任

企業行動規範の「基本方針」に、企業理念の実現、お客様満足、法令やルールの遵守、人権の尊重、

市民社会の秩序や安全の５つを定めており、また、「基本姿勢」として地球環境保全への貢献、ステー

クホルダーとの関係のあり方を定めています。クホルダ との関係のあり方を定めています。

また、人権・労働基準・環境・腐敗防止に関する10原則を推進する国際的なイニシアティブ、「国連グ

ローバル・コンパクト」に参加し、その理念や規範を当社グループで働くすべての人々やサプライチェー

ンでつながる取引先と共有しています。

社員に対しては YOKOGAWAで働くすべての人は財産（人財）と捉え 労働環境を整備し 能力開発を社員に対しては、YOKOGAWAで働くすべての人は財産（人財）と捉え、労働環境を整備し、能力開発を

図る機会を積極的に提供しています。また、創業以来の精神である「品質第一」主義でお客様の期待

に応えるとともに、社会に対しては、企業理念にうたわれている「良き市民」を意識した地域との交流や

社員ボランティアによる社会貢献活動も活発に行っています。
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コーポレート・ガバナンス

健全で持続的な成長を実現するため、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでいます。社外取締

役、社外監査役の積極的な招聘により意思決定の透明性の向上や監査機能の充実を図るとともに、

業務を適正かつ効率的に実施するための内部統制システムを整備しています。また、公正・誠実な企

業活動を通じ 社会から信頼される企業 あり続けるために プ イ を何よりも優先する企業活動を通じて社会から信頼される企業であり続けるために、コンプライアンスを何よりも優先する企

業風土の醸成に努めています。

SAM社のCSR格付けで高い評価

当社は、世界的なSRI（社会的責任投資）の株価指数であるDJSI のうち、DJSI Asia Pacific、

DJSI World Enlargedの構成銘柄として採用されています。また、2011年には、DJSIの対象銘柄の

調査・分析を行うSAM社 が発表した「The Sustainability Yearbook 2011」において、昨年に比べ

電子機器部門で最も評価が向上した企業として｢Sector Mover｣に選ばれました。これは、経済・環

境・社会の３つの側面から、全世界の主要企業58業種、2,500社を分析、評価したもので、持続可

※1

※2

能な社会の実現に貢献する企業として409社が掲載されました。

※1 ダウ・ジョーンズ・サスティナビリティ・インデックス。米国ダウ・ジョーンズ社とSAM社が提携して開発したSRI株式指数。

※2 サステイナビリティ・アセット・マネジメント。SRIに関するスイスの調査会社。
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YOKOGAWAは、産業界に最先端のマザーツールや基盤を

提供するため 将来を見据えた新技術 開発を重要な経

研究開発費／
研究開発費比率の推移提供するために、将来を見据えた新技術の開発を重要な経

営課題の一つと位置づけ、継続的な投資を行っています。

事業環境の変化が激しい現在、技術開発においても未来を

見据えた戦略的な思考や計画立案がますます重要になって

きています。YOKOGAWAの研究開発は、現在の製品開発お

研究開発費比率の推移

よび予測可能な近未来に対応する先行開発と、不確実性の

高い遠い未来に備えて新たな事業機会を創出する研究活動

とに分けられ、前者を主に事業部が、後者をイノベーションセ

ンター機能が受け持つ体制をとっています。

イノベーションセンター機能とは、①先行マーケティング、②イノ ションセンタ 機能とは、①先行マ ケティング、②

研究開発、③市場実証の3つの専門機能が一体となって、予

測の困難な未来についての仮説を立て、それを実証するプ

ロセスを反復する連携メカニズムを指します。YOKOGAWAは

イノベーションセンター機能を中心として、成長の見込まれる有望なビジネスのために準備を進めてい

ます。

イノベーションセンターでは、未来展望のため「シナリオプランニング」手法を導入し、企業や研究機関、

業界団体、ジャーナリスト等、幅広い分野における世界各国の有識者らとともに複数の未来像を継続

的に描いています。このシナリオは、全社で共有され、研究戦略及び事業戦略策定に生かされます。

同センターの活動は組織を横断するプロジェクトとして運営され、これらがYOKOGAWAにイノベーショ同センタ の活動は組織を横断するプロジェクトとして運営され、これらがYOKOGAWAにイノベ ショ

ンを起こせる人財を育成する機能をも担っています。

イノベーションセンターの機能

先行マーケティング、研究開発、市場実証の3つの機能が一体となって、未来についての仮説

を立て、それを実証します。
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研究機能を受け持つ研究開発本部では、各シナリオでYOKOGAWAの事業を支える差異化技術要素

として、以下の二つの技術分野の研究を進めています。

１．中核技術研究（計測技術）

YOKOGAWAでは「測る」ことがすべての事業の基本となっており その中心となるのがセンシング技術YOKOGAWAでは「測る」ことがすべての事業の基本となっており、その中心となるのがセンシング技術

です。「In situセンシング 」を中核技術と捉え、生産プロセスにある対象物の状態をサンプリングせ

ずに直接計測する技術や、本来見えない内部状態をモデリング技術との組み合わせで可視化する技

術など、さまざまな計測技術を研究しています。

※1 in situ:「本来の場所で」という意味のラテン語

【2010年度の開発事例: 電池評価システム】

※1

【2010年度の開発事例: 電池評価システム】

直接測定できない電池内部の自己放電不良の判定やその要因

判定を行う計測システムです。インピーダンスの変化を計測する

ことにより、数日にわたる電池の使用試験を大幅に短縮し、数

時間で判定を行うことができます。検査工程のボトルネックを解

消しコストダウンに寄与します。

実験システムの例

２．戦略的研究（情報技術)

戦略的研究では シナリオを詳細に検討して得られる予測をもとに 将来の事業環境における課題を戦略的研究では、シナリオを詳細に検討して得られる予測をもとに、将来の事業環境における課題を

導き出し、その解決に必要な研究テーマを考えます。未来市場で求められる価値を見出すことが大変

重要になる研究です。

【2010年度の開発事例: インダストリアルAR (Augmented Reality) 】

大規模化する未来のプラントでは操業する人材が不足するため、

人とシステムとの関わり方は変わらざるを得なくなります 研究

※2

人とシステムとの関わり方は変わらざるを得なくなります。研究

開発本部では、熟練したオペレータのノウハウを運転に生かす

システムや、装置を画像センサでとらえるだけでその装置の状

態が把握できるシステムなど、プラントという特殊な環境下で人

の能力を補完し支援するシステムを研究しています。

※2 Augmented Reality（拡張現実)：現実世界の物事に対してコンピュータによ

る情報を付加すること
ARの実験の模様

いずれのタイプの研究においても、未来を洞察し続け、変化の兆候を読むことが研究者のミッションと

なっており、それが可能な研究者を育成することも研究開発本部の重要な役割です。
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知的財産戦略は、研究開発戦略と不可分な重要戦略です。YOKOGAWAの知的財産戦略は以下の２

項目から成ります。

●将来にわたり全社の事業に必要となる技術の調達手段（社内開発、外部調達）とそれらへの経営資

源配分に関する判断基準の提示源配分に関する判断基準の提示

●知的財産権の効率的獲得と活用、また事業活動に寄与する国際標準の制定の推進に関する指針・

計画の提示

YOKOGAWAでは、これらを踏まえて、社外に向けて開かれた研究開発を目指しています。中核技術の

社内開発と周辺技術の外部調達とを適切に組み合わせることにより、事業環境の変化、技術革新の

スピードに打ち勝つ技術開発を定着させていきます。また、北米、シンガポール、中国などの海外子会

社のマーケティング及び開発部署との密接な連携、さらには海外の研究機関への研究者の派遣など

の人的交流を通じて、オープンイノベーションを積極的に行い、研究を加速しています。

当社の知的財産保有の状況

国内特許登録・出願中件数の推移 外国特許登録・出願中件数の推移
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YOKOGAWAは、地球環境保全の取り組みを経営の最重要課題の一つと位置づけ、環境経営を推進

ます 持続 能な社会 実現を 指 開発から販売ま 自社 すべ 事業活動 おしています。持続可能な社会の実現を目指し、開発から販売まで自社のすべての事業活動において

環境負荷の低減に取り組んでいます。また、計測・制御・情報の技術を生かし、環境調和型製品や省

エネ・環境ソリューションを提供してお客様の事業活動における環境負荷の低減に貢献するとともに、

自然エネルギーの有効活用や新エネルギーの創出にも貢献しています。

「自らの事業活動における環境負荷の低減」については、グループ全体で環境マネジメントシステムを

確立し、環境パフォーマンスの継続的な改善を図っています。開発、生産、販売、調達、物流などすべ

ての事業活動において、生産ラインの改善をはじめ、省資源・省エネルギー、環境汚染の予防、廃棄

物削減、リユース・リサイクルの推進などの環境負荷低減に積極的に取り組んでいます。

推進体制の強化推進体制の強化

2010年度は、グループ全体の環境経営を推進する組織として、「YOKOGAWAグループ グリーン化推

進委員会」を設置しました。環境担当役員を委員長として国内外の全グループ会社を統括し、地球環

境保全活動と地球温暖化対策の強化を図っています。

地球温暖化防止対策地球温暖化防止対策

新たに組織された「YOKOGAWAグループ グリーン化推進委員会」で、CO2排出量削減目標を見直し

ました。YOKOGAWAグループ（国内）のCO2排出量削減目標については、2010年度～2014年度、2015

年度～2019年度、2020年度のフェーズごとに排出量削減目標を設定し取り組んでいます。

CO2排出量削減施策としては エネルギー効率の高い冷暖房機器や実験設備 インバータ照明の導CO2排出量削減施策としては、エネルギ 効率の高い冷暖房機器や実験設備、インバ タ照明の導

入、グリーン電力の利用等を実施しています。今後は、オフィスビルについても、主力製造工場で導入

している自社製品の省エネ支援システムの活用によりエネルギーデータを「見える化」し、一層の削減

を目指します。
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YOKOGAWAグループ（国内）CO2排出量削減目標と実績

化学物質の削減

プリント基板の製造工程には、はんだやほこりがプリント基板上

の銅表面に直接付着しないように被膜素材としてソルダーレジ

ストインクを塗布する工程があります。その被膜素材には一般

的に、塩素や臭素などを含むハロゲン系の顔料が含まれており、

廃棄処分の際、焼却によるダイオキシンの発生などが懸念され

ています。

プリント基板の製造工場である青梅事業所では、2010年度、塩

素や臭素をほとんど含まない（JPCA規格準拠）ハロゲンフリー

のソルダーレジストインクへの切り替えに取り組みました。従来

のソルダーレジストインクを使用した場合と同様の精度と生産量

を保つため、各工程において調整、評価を繰り返し、導入に至り

ました

プリント基板

（緑部分がソルダーレジストインク)

ました。

YOKOGAWAは、環境調和型製品を開発し提供するとともに、制御・計測・情報の技術と自社での経験

やノウハウを生かし、お客様の事業活動の効率を向上させ、環境負荷を低減する省エネ・環境ソ

リ シ ンビジネスを積極的に展開しています また 自然エネルギ や二次電池市場に向けた技リューションビジネスを積極的に展開しています。また、自然エネルギーや二次電池市場に向けた技

術開発や製品開発にも取り組んでいます。

新興国の環境・エネルギー問題の解決に貢献

活況を呈する新興国のエネルギー、素材産業、社会インフラなどの市場で、当社の制御システムやセ

ンサ 分析計が多数採用されています。さらに 当社の製品を使用しているお客様に プラントの効率ンサ、分析計が多数採用されています。さらに、当社の製品を使用しているお客様に、プラントの効率

改善、環境保全、安全向上に関するコンサルティングサービスも実施しています。数多くのプラントを

手掛けて得た知見と最新の技術をもとに、製造ライン、操業改善、計装パラメータの設定などを具体的

に提案し、最先端の省エネルギーと安全を実現しています。
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太陽や海洋の力を利用した発電の推進

2010年度には、太陽の動きに合わせて太陽熱を

集める反射鏡や太陽電池パネルを動かし、発電

効率を高める「太陽追尾コントローラ」を開発、発

売しました 制御システムや安全計装システム売しました。制御システムや安全計装システム、

センサなどと合わせ、集光と蓄熱・発電を連携さ

せた最適な操業を実現します。また、日本の豊か

な海洋資源を活用する海洋温度差発電や、海洋

バイオマス（生物資源）の工業利用に向けた産官

学の取り組みにも参画しています。

自然エネルギー活用を促進する計測と制御の技術

自然エネルギーが注目される中 リチウムイオンなど二次電池の市場が急成長しています。電池の重

再生可能エネルギーを生産する海上プラント

(完成予想図)

自然エネルギ が注目される中、リチウムイオンなど二次電池の市場が急成長しています。電池の重

要部品である、フィルム状のセパレータや電極の品質管理に使われる当社のオンライン厚さ計は、リ

チウムイオン二次電池ラインで90％以上のシェアを獲得しています。また、制御システム、各種の分析

機器や計測機器を二次電池の開発・生産向けに供給しています。さらに2010年度から、電池の劣化診

断の手法確立に向け新たな取り組みを進めています。
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11年財務サマリー

注１： 億円未満四捨五入で算出しています。
注２： 当社では、2006年度に連結子会社の決算期の統一を図りました。そのため2006年度は中国の子会社
決算期変更に伴い、2006年度は12カ月決算の場合と比べ、連結売上高は221億円、連結営業利益は14億
注３：2000年度は、ヨーロッパの財務報告通貨としてはダッチギルダーを使用していました。

社については15カ月決算となり、その他の海外連結子会社については13カ月決算となっています。この
億円、連結当期純利益は10億円増加しています。
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